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市からの連絡帳

 届　出 

■住民基本台帳カードの交付
　住民基本台帳事務処理要領の一部
改正により、即日交付・照会交付に
おける本人確認が厳格化され、必要
書類が一部変更となりました。
敢即日交付の場合
　住民基本台帳カード（交付時点で
有効期間内であって、カード運用状
況が運用中である住民基本台帳カー
ドに限る）、旅券、運転免許証、身体
障害者手帳、療育手帳、精神障害者
保健福祉手帳のみになりました。
※別途柑の書類なども必要。
柑照会交付
　健康保険証、電気工事士免状、無
線従事者免許証、猟銃・空気銃所持
許可証、宅地建物取扱主任者証、官
公署がその職員に対して発行した身
分証明書など提示の方は、照会書を
自宅に郵送する方法で本人確認をさ
せていただきます。
※本人確認厳格化のため、ご協力を
お願いします。
□手数料　１件５００円
◆市民課 　田 （札０４２－４６０－９８２０）
　　　　　保 （札０４２－４３８－４０２０）

 市　税 

■認定長期優良住宅に係る　
　固定資産税の減額
　下記の要件を満たした認定長期優
良住宅を新築した場合、当該住宅に
係る固定資産税を一定期間、２分の
１減額します（都市計画税は含まれ
ません）。
□要件　
①「長期優良住宅の普及の促進に関
する法律」に規定する認定長期優良
住宅であること
②平成２３年１月２日～平成２４年１月
１日に新築された住宅であること
③居住部分の床面積が当該家屋の床
面積の２分の１以上であること
④居住部分の床面積が５０㎡（一戸建
以外の貸家住宅は４０㎡）以上２８０㎡以
下であること
⑤平成２４年１月３１日昇までに資産税
課（田無庁舎４階）へ必要書類の提
出があること
□減額期間

□減額範囲
　居住部分について、床面積が１２０
㎡までのものはその全部、１２０㎡を
超えるものは１２０㎡相当部分が減額
対象。
□必要書類
①認定長期優良住宅に係る固定資産

税の減額適用申告書
②長期優良住宅の普及の促進に関す
る法律施行規則第６条、第９条また
は第１３条に規定する通知書の写し
（東京都都市整備局多摩建築指導事
務所建築指導第２課が発行した、認
定長期優良住宅であることを証する
通知書の写し）
□申告について
　資産税課職員が家屋調査に訪問し
た際に、認定長期優良住宅であるこ
とを伝えてください。減額の申告手
続きについて説明します。
興認定長期優良住宅に関すること
　問 東京都多摩建築指導事務所
（札０４２－４６４－２１５４）
興認定長期優良住宅の新築家屋への
減額に関することは下記へ。
◆資産税課 　田 （札０４２－４６０－９８３０）

■家屋調査にご協力を
　下記の期間中に新築・増改築など
をした家屋は、平成２４年度から固定
資産税・都市計画税の課税対象とな
ります。
　これに伴い、市では税額の基とな
る家屋の評価額を算出するため家屋
調査を行っています。
　対 平成２３年１月２日～平成２４年１月
１日の期間中に新築・増改築などを
した家屋
□家屋調査　資産税課職員が対象の
家屋を訪問し、家屋の内装・外装（屋
根・外壁・天井な

ど）および住宅設備
（風呂・トイレな

ど）を調査します。
□調査日時　調査日時は、事前に書
面にてお知らせしたうえで、ご都合
の良い日時に伺います。書面が届き

ましたら、資産税課までご連絡くだ
さい。
◆資産税課 　田 （札０４２－４６０－９８３０）

 国保・年金 

■国民健康保険「限度額適用認定
証」・「限度額適用・標準負担額減
額認定証」の申請・更新
　所得や年齢に応じて、１か月間に
医療機関へ支払う自己負担の上限額
が決まっています。
　保険料の滞納の無い西東京市国民
健康保険加入者が入院される場合、
「限度額適用認定証」（住民税非課税
世帯の方は「限度額適用・標準負担
額減額認定証」）を医療機関に提示す
ると、入院時の会計が上限額までに
抑えられます。
　認定証を使わずに支払いをし、上
限額を超えたときは、高額療養費の
申請書を後日お送りします。
□７０歳から７４歳までの方
　「高齢受給者証」が認定証の役割を
兼ねています。ただし、住民税非課
税世帯の方は、認定証の申請が必要
です。
□更新について
　認定証の有効期限は７月末日で
す。すでにお持ちの方で、引き続き
ご利用になる場合は、更新手続きが
必要です。
□必要なもの　
①入院される方の保険証　②印鑑
　申 保険年金課（田無庁舎２階）、市民
課総合窓口係（保谷庁舎１階）
◆保険年金課 　田 
（札０４２－４６０－９８２１）

■後期高齢者医療限度額適用・　
　標準負担額減額認定証の更新
　後期高齢者医療限度額適用・標準
負担額減額認定証（以下、「認定証」
という）は、７月３１日掌で有効期限
が切れます。　　
　このことに伴い、現在認定証をお
持ちの方で、８月１日捷から該当さ
れる方には、７月下旬に郵送で送付
します。
□対象の方
後期高齢者医療被保険者証の一部負
担金の割合が１割負担の方
①低所得Ⅱ…世帯員全員が住民税非
課税の世帯に属する方

■後期高齢者医療保険料の支払
い
　保険料の計算は、平成２２年中（平
成２２年１月から１２月までの収入）の
所得に基づいて平成２３年度の保険料
を計算し、「後期高齢者医療保険料
額決定通知書」を７月中旬以降にお
送りします。
◎年金天引きの方
　４月から仮徴収額による年金天引
きをしてますが、平成２２年中の所得
による保険料が決定しましたので決
定通知書をお送りします。
　決定額－仮徴収済分（４月・６月・
８月）＝１０月・１２月・２月の年金額
から引かれる額
◎年金から天引きでなかった方
　７月中旬に「後期高齢者医療保険
料決定通知書兼納入通知書」をお送
りします。
　保険料は７月から２月までの８期
に分けてお支払いただきます。毎月
の月末までにお近くの金融機関など
でお支払いください。
◎口座振替を希望される方
　同封の「預金口座振替（自動払込）
依頼書」により金融機関での手続き
が必要です。
　第１期（納付期限８月１日捷）は、
口座振替（自動払込）の開始時期に

□入院時食事および生活療養標準負担額

生活療養標準
負担額（療養
病床に入院す
る場合）

食事療養
標準負担額

自己負担額（月額）
負担
区分所得区分 外来＋入院

（世帯ごと）
外来

（個人ごと）

１食　２１０円
（居住費）
１日　３２０円

直近１２か月
で９０日を超
える入院

９０日まで
の入院

２万４，６００円

８，０００円１割

低所得Ⅱ
１食
１６０円

１食
２１０円

１食　１３０円
（居住費）
１日　３２０円

１食　１００円
１万５，０００円

低所得Ⅰ

１食　１００円１食　１００円老齢福祉　
年金受給者

減額期間住宅の種類

新たに課税される年
度から７年間

３階建以上の準耐
火構造および耐火
構造の住宅

新たに課税される年
度から５年間上記以外の住宅

②低所得Ⅰ…世帯員全員が住民税非
課税であって、年金収入８０万円以下
（そのほかの所得がない）の方およ
び老齢福祉年金受給者
　現在、認定証をお持ちでない方で
上記に該当される方は、申請が必要
です。
　認定証を入院の際に提示すること
により食事代と保険適用の負担が減
額されます。
興広域連合では、後期高齢者医療制
度について、「東京いきいきネット」
　HP  http://www.tokyo-ikiiki.netで 情
報提供を行っています。ご利用くだ
さい。

間に合いませんのでお近くの金融機
関などでお支払いください。
　第２期（納付期限８月３１日昌）以
降、口座振替（自動払込）の開始が
可能となります。
◎平成２３年２月１日以降に後期高齢
者医療制度に加入された方および転
入などされた方、平成２１・２２年度の
所得が更正された方
　平成２３年度の「後期高齢者医療保
険料額決定通知書」のほかに、随時
賦課用の「後期高齢者医療保険料額
決定通知書」をお送りしています。　
　納期は、８月１日捷のみとなりま
すので、平成２３年度の保険料とあわ
せて納付してください。
興「東京いきいきネット」
　HP  http://www.tokyo-ikiiki.netで 情
報提供を行っています。ご利用くだ
さい。

◆保険年金課 　田 （札０４２－４６０－９８２３）後期高齢者医療制後期高齢者医療制度度

■キャラクター絵柄入り　
　証明書を終了します
　住民票の写しなどの各種証明書
に使用していたキャラクター絵柄
入り証明書は、７月末（予定）を
もって終了します。
◆市民課 　田 （札０４２－４６０－９８２０）
　　　　　保 （札０４２－４３８－４０２０）


